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１．生産性向上の現状と新たな生産性向上支援策

1. 現状と課題認識

①企業の人手不足感はバブル期以来の高水準にあり、特に国内雇用の約7割を支える中小企業・小規模事業者の中でも、同じく
雇用の7割を担うサービス業を中心に深刻化している。

②今後も生産年齢人口の減少により、労働供給制約は一層厳しくなることが見込まれる。一方で、省力化投資やデジタル化は
必ずしも十分に進んでおらず、中小企業・小規模事業者においては、省力化投資に関する知識・経験の不足が大きなボトル
ネックとなっている。

２．国の対応方針

①政府は2029年度までの5年間を集中取組期間と位置付け、省力化・デジタル化投資による生産性向上を重点的に推進。

②特に、最低賃金引上げの影響が大きく、人手不足が深刻な12業種を中心に、業種別の「省力化投資促進プラン」を策定し、
商工団体や地域金融機関によるデジタル支援ツールを活用した全国規模でのサポートや伴走支援を実施する。

３．機構としての対応

①デジタル支援ツールの開発については、政策的な緊急性・優先度が高いと判断し、省力化の入口となる分かりやすいツール
を機構として自主的に開発。開発にあたっては、経産省、農水省、観光庁等の業所管省庁や業界団体等からの情報収集・知見
の反映を行いながら、中小企業庁と共同で開発を進めた。

②あわせて、中小企業庁がよろず支援拠点に併設する「生産性向上支援センター」を支援するために、生産性向上に対応可能
なアドバイザーを新たに配置し、よろず支援拠点と同様、アドバイザーによる助言や研修等の各種支援を実施する。

（1、2の出所：「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版」）



２．「省力化投資促進プラン」の着実な実行に向けた全国的なサポート体制
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「省力化投資促進プラン」の着実な実行に向けて、①省力化ナビを活用したプッシュ型支援、②省力化ナビ

の利用等をサポートする専門家等派遣、③生産性向上支援サポーターの伴走による専門的支援を措置。

省力化投資促進プランの着実な実行に向けた全国的なサポート体制

①省力化ナビを活用したプッシュ型支援
・業所管省庁・業界団体・商工会・商工会議所・中小企業団体中央会・金融機関等の周知等の取組により、省力化ナビ活用を促進
・省力化ナビの開発においては、業所管省庁の知見を反映

②専門家等派遣
・希望する事業者は、商工会・商工会議所に派遣される専門家等と一緒に省力化ナビを利用

③生産性向上支援サポーターの伴走による専門的支援
・希望する事業者に対して、伴走支援を実施
・業所管省庁において、業種毎のサポーター候補を確保
・中小企業庁において、上記業種以外の業種への対応も見据えた体制整備

等の観点から、一般的な伴走支援が可能なサポーター候補も確保

※「省力化投資プラン」とは、最低賃金引上げの影響を受けて、人手不足が特に深刻と考えられる12業種（飲食業、宿泊業、小売業、生活関連サービス業（理美容業、ク
リーニング業、冠婚葬祭業）、その他サービス業（自動車整備業、ビルメンテナンス業）、運輸業、建設業、医療・福祉、保育、製造業、農林水産業に対し、業種ごとに
生産性向上目標と具体策を定めて公表するもの。
※業所管省庁による、独自の生産性向上支援に向けた取組（既存・拡充）も別途存在。
出所：中小企業庁の資料を一部改変

生産性向上支援センター

②商工会・商工会議所
専門家等派遣
※国から商工団体への補助事業

省力化ナビ



３－１．省力化ナビ（概要）
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※2026年３月末時点では、飲食業、宿泊業、小売業、理容・美容業、製造業、運輸業、建設業、自動車整備業、業種共通（バックオフィス業務）の計９種類を公開

2026年８月には、クリーニング業、ビルメンテナンス業、冠婚葬祭業、運輸業（バス・タクシー）、警備業 の計５種類を公開予定

①簡易チェック

事業者に省力化等のきっかけを与える、簡易なチェック式ページ。
（業種ごとに、日ごろ気になっているキーワードをチェック。）

②解決策の提示

省力化等に取り組んだ結果の「理想像」を提示し、
①のチェック項目別にリンクする解決策を明示。

＜詳細コンテンツ＞
○今からできる取組ステップ
○実際の活用事例
○機械設備・アプリ等
○政府支援策、相談先

等

より多くの中小・小規模企業に省力化のノウハウを伝えるため、省力化の知見をイラスト形式で直感的に把握できる

「省力化ナビ」を本年３月26日に公開（3月31日時点で、約19,000ビュー）。

業種特有の業務に関する悩み事を選択すると、その解決策が表示され、支援策へとつなげる仕組み。

クリックすると
詳細を表示

飲食業の例



３－２．省力化ナビ（画面イメージ①）
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トップページ

• 「ここから始める」をクリックして

開始します。

• トップページ下部には事例を一式掲載

予定です。



３－２．省力化ナビ（画面イメージ②）
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• 業種や所在地（都道府県）、従業員数等を入力します。

• 利用規約に同意して開始します。
※補助金の加点判定、今後の企画立案等の目的で

中小機構が入力情報を利用する旨の同意

基本情報の入力 GビズIDの入力

• 補助金の加点を希望する場合はGビズID等の情報を入力します。

• 省力化補助金一般型、デジタル化・AI導入補助金等において加点を

実施予定です。

• 観光地・観光産業における省力化投資補助事業においては特定にあ

たっての優先要件となります。
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• 業務効率化に関して、よくある課題が表示されます。

• 気になるイラストをいくつか選択して、「次へ」を

クリックします。

Before（現状の課題）

３－２．省力化ナビ（画面イメージ③）

After（解決策提示）

• 課題の画面で選択した項目が目立つように表示されます。

• 選択した課題に対応したイラストをクリックすると、詳細

が確認できます。
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After（解決策提示）

• 選択したイラストに関連した詳細が表示されます。

• 今からできる取組を3ステップで紹介しています。

• 資料としてダウンロードが可能です。

• 導入ツールの例や事例を表示します。

３－２．省力化ナビ（画面イメージ④）
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After（解決策提示）

• 関連の補助金情報等が表示されます。
• 選択した都道府県の支援機関を表示されます。

３－２．省力化ナビ（画面イメージ⑤）



４．広報媒体
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広報媒体としてチラシを作成し公開。

省力化ナビ 生産性向上支援センター※2026年３月26日 公開 ※2026年４月 支援開始



【参考１】我が国の中小企業における人手不足問題の深刻化
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我が国の構造的な人手不足の進展により、企業の人員確保は年々厳しくなることが予想され、生産年齢人口
は2043年までに今の約８割にまで減少する見込み。

近年では、人手不足倒産の件数が３年連続で過去最多を記録するなど、人手不足が喫緊の課題として現れて
きている。

人手不足倒産の増加生産年齢人口の推計

※人手不足倒産:法的整理(負債 1000 万円以上)となった企業のうち、従業員の離職や採用
難等による人手不足が要因となった倒産

(万人)

7509万人
5969万人
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（出所）令和６年３月26日 内閣官房 新しい資本主義実現会議「資料１ 基礎資料」を基に中小企業庁が作成

生産年齢人口は2043年までに
2020年比で20％減少する見込み



【参考２】新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版（抄）
（2025年6月13日）
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Ⅱ．中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画の推進
賃上げこそが成長戦略の要である。2029 年度までの５年間で、日本経済全体で、実質賃金で年１％程度の上昇、すなわち、持続的・安定的な物
価上昇の下で、物価上昇を年１％程度上回る賃金上昇を賃上げのノルム（社会通念）として我が国に定着させる。特に、我が国の雇用の７割を占
める中小企業・小規模事業者の経営変革の後押しと賃上げ環境の整備を通じ、全国津々浦々で物価上昇に負けない賃上げを早急に実現・定着させ
るため、2029 年度までの５年間で集中的に取り組む政策対応を「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」の施策パッケージとして
以下に示し、政策資源を総動員してこれを実行する。具体的には、官公需も含めた価格転嫁・取引適正化、中小企業・小規模事業者の生産性向上、
事業承継・M&A 等の中小企業・小規模事業者の経営基盤の強化に取り組むとともに、地域で活躍する人材の育成と処遇改善を進める。取り分け、
サービス業を中心に最低賃金の引上げの影響を大きく受ける、人手不足が取り分け深刻と考えられる 12 業種については、業種ごとに生産性向上
の目標を掲げ、2029 年度までの５年間で集中的な省力化投資・生産性向上を実現するための「省力化投資促進プラン」を強力に実行する。また、
最低賃金については、適切な価格転嫁と生産性向上支援により、影響を受ける中小企業・小規模事業者の賃上げを後押しし、2020 年代に全国平
均 1,500 円という高い目標の達成に向け、たゆまぬ努力を継続することとし、官民で、最大限の取組を５年間で集中的に実施する。

～５年間60兆円の官民での生産性向上投資と全国2,000を超える者によるきめ細かな支援～
2030 年度135 兆円・2040 年度 200 兆円という新たな官民国内投資目標を必ず達成するため、その重要な担い手である中小企業・小規模事業者
が、労働供給制約下においても省力化等を通じて生産性を向上させることができるよう、2029 年度までの５年間でおおむね 60 兆円程度（中小企
業実態基本調査ベース）の生産性向上のための投資を実現する。このため、12 業種の「省力化投資促進プラン」の実行とともに、 全国約 2,200 
か所の商工会・商工会議所や中小企業団体中央会等でデジタル支援ツールも活用した全国規模でのサポート、全国約500 機関の地域金融機関によ
る賃上げ等に悩む中小企業・小規模事業者に対する政府の支援等の紹介やデジタル支援ツールを活用した支援、希望する中小企業・小規模事業者
に対する専門家派遣や徹底した伴走支援、複数年にわたる生産性向上支援を通じて、おおむね 60 兆円の生産性向上投資を官民で実現する。

（出所）新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版


